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福島ならでは農林水産物高付加価値化推進事業（継続）

１ 目  的

市場ニーズを捉えた県オリジナル品種の開発、売れる６次化商品づくりとブランドの展開、国内外に向けた販路開拓支援等を通じて、

県産農林水産物がもつ様々な魅力を多方面に発信しその評価を高めるとともに、県産農林水産物の高付加価値化を図る。

２ 事業内容

（１） ６次化・販路拡大推進事業

県産農林水産物の高付加価値化を進めるため、売れる６次化商品づくりとそのブランド化、県内外の販路拡大や魅力発信の取組を  

支援する。

    ア ６次化商品販路拡大事業

      商品それぞれの強みを活かしたプロ目線による商品改良や販路拡大など、６次化商品のブランド化を支援する。

併せて、県内各地域の６次化実践者の課題解決に向けた相談対応やマッチング促進の取組を行う。

      （ア）ふくしま満天堂ブランド確立推進事業

         生産者の商品開発意欲及び商品力の向上を図るため、大型展示会出展によるバイヤーとのマッチングや商品改良・販路

開拓等を一体的に支援する。

      （イ）６次化地方ネットワーク活動推進事業

         ６次化に取り組む実践者に向けて地域産業６次化に関する情報共有や相談対応、マッチングによる農商工連携の促進

のほか、BtoB向け販路拡大の取組を行う。

    イ 「チームふくしまプライド。」活動支援事業

      県産品を応援する人の組織化を目指す福島フードファンクラブ「チームふくしまプライド。」の活動を支援する。

（２） 攻めの海外販路回復・拡大事業

県産農林水産物の高付加価値化を進めるため、今なお残る原子力発電所事故による輸入規制の撤廃に向けて戦略的な情報発信を展

開するとともに、日本産品の輸出が発展途上にある海外マーケットへ販路拡大を図る。

   ア 有望輸出国への県産農林水産物等の魅力発信事業

      県産農林水産物等の風評払拭及び輸入規制撤廃を目的に、輸入規制が続く国・地域や規制撤廃から間もない国・地域に対し、
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県産農林水産物等の魅力や安全性を発信する情報コンテンツの作成・配信、有識者等の招へい及び交流事業の実施、試食会・商

談会等を開催する。

    イ 農産物等海外販路開拓支援事業

  輸出に意欲的な県内農業者団体等が輸入規制が続く国・地域や規制撤廃から間もない国・地域等に対し、海外販路開拓のた

めに実施する商談会や展示会出展等の活動を支援する。

３ 事業主体   （１）ア及び（２）ア 県

         （１）イ 民間団体等

         （２）イ 農業団体等

４ 事 業 費   ９３，４２５千円（国 ９３，４２５千円、県 －千円、その他 －千円）

５ 補 助 率   （１）イ 定額

         （２）イ ３／４以内、定額

６ 事業期間   令和５年度～令和８年度

【担当課：農林水産総室農林企画課 ０２４－５２１－８０４１】
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令和８年度
福島ならでは農林水産物高付加価値化推進事業【予算額：93,425千円】

○一部の品目において風評により低下した価格水準が固定化
○55の国・地域で実施された輸入規制は未だ５の国・地域で継続

農林水産物の現状

○農林水産物の高付加価値化の推進による、風評の払拭や
適正価格の取引の実現。

求められる対応

取組内容

風評の払拭と適正価格の取引を実現

県産農林水産物の高付加価値化

○６次化商品販路拡大事業
・ふくしま満天堂ブランド確立推進事業
・６次化地方ネットワーク活動
○「チームふくしまプライド。」活動
支援事業

○有望輸出国への県産農林水産物等の
魅力等発信事業

○農産物海外販路開拓支援

流通・販売段階

➤売れる６次化商品づくりや県内外に
向けた販路開拓およびＰＲ等を通じ
て県産農林水産物の魅力を広く発信
することで評価を高める

➤海外に向けて県産農林水産物の魅力
等を発信し規制撤廃を実現すること
で、海外の評価を高める

①６次化・販路拡大推進事業 ②攻めの海外販路回復・拡大事業
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福島県営農再開・高付加価値産地展開支援事業（新規） 

 

１ 目  的  

原子力発電所事故の影響により農産物生産の中止を余儀なくされた原子力被災地域の復興に向けて、営農再開の加速化と広域的な高 

付加価値産地の形成に必要な取組を支援する。  

 

２ 事業内容 

（１） 福島県営農再開支援事業 

生産の中止を余儀なくされた農地等の営農再開の取組を支援する。 

（２） 原子力被災１２市町村農業者支援事業 

被災１２市町村における営農再開等に必要な初期費用を支援する。 

（３） 福島県高付加価値産地展開支援事業 

    市町村を越えて広域的に生産、加工等を一体的に展開する産地の創出に必要な取組を支援する。  

 

３ 事業主体   （１）県、市町村、ＪＡ、農業者の組織する団体等 

         （２）農業者、農業者の組織する団体、法人等 

         （３）県、市町村、ＪＡ、農業者の組織する団体、民間事業者等 

 

４ 事 業 費   ３，７０１，４５４千円（国 －千円、県 ４５，０００千円、その他 ３，６５６，４５４千円） 

 

５ 補 助 率   （１）定額、１／２以内  

         （２）３／４以内（補助対象経費の上限１，０００万円（市町村が特に認める場合は、上限３，０００万円）） 

         （３）機械リース：国 ３／４以内、県 ９／４０以内（震災復興特別交付税措置予定）、機械リース以外：定額 

 

６ 事業期間   令和８年度～令和１２年度                                         

【担当課：農業支援総室農業振興課 ０２４－５２１－７３３６】  
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福島県営農再開・高付加価値産地展開支援事業

福島県第一原子力発電所事故の影響により農産物生産の中止を余儀なくされた原子力被災地域の復興に向けて、福島県営農再開支
援事業、原子力被災１２市町村農業者支援事業及び福島県高付加価値産地展開支援事業を統合し、一体的に推進することにより、営農
再開の加速化と広域的な高付加価値産地の形成を支援する。

農業用機械の導入 施設の導入

被災１２市町村で営農再開等を行う農業者
（新規就農者も対象）

【支援対象】

○原子力被災１２市町村における営農可能面積の75％に相当する約11,000haでの営農再開［令和１２年度まで］
○原子力被災１２市町村における農畜産物及び加工品の年間産出額80億円［令和１２年度まで］

国

福島県

市町村
農業者団体
農業者

民間事業者等

基金造成

69.5億円
+9.71億円

初期経費支援
(H28～R4)

(H28)+(R2)

農業振興課

補助率 ３/４以内
補助対象経費の上限額 1,000万円

（市町村の特認の場合は3,000万円）

【補助率等】

農業用機械、施設、果樹の新植・改植、
花き等の種苗 など

【補助対象経費】

【予算額：3,701,454千円】

除染 営農再開に向けた条件整備 営農再開・産地形成

１ 福島県営農再開支援事業
生産の中止を余儀なくされた農地等の営農再開に向けた条件整備の取組、営農再開に係る取組を切れ目なく支援。

●除染後農地等の保全管理
●除染後農地の地力回復対策
●鳥獣被害防止対策

●避難からすぐ帰還しない農家の農地の管理耕作
●放射性物質の吸収抑制対策
●地域営農再開ビジョンの策定支援 等

２ 原子力被災１２市町村農業者支援事業
被災１２市町村における営農再開に必要な機械・施設等の導入、家畜の導入、果樹の新植・改植、花き等の種苗等の導入を支援。

３ 福島県高付加価値産地展開支援事業
市町村を越えた広域的な高付加価値産地の創出に必要となる拠点施設の整備、農業用機械のリース導入等及び省力的かつ儲

かる生産体系の導入・普及に向け関係者が一丸となって取り組む活動を支援。

支援内容

●営農再開に向けた作付・飼養実証
●水稲の作付け再開支援
●放射性物質の交差汚染防止対策 等

●高付加価値産地の拠点となる集出荷施設、冷凍・加工施設、畜産関連施設等の整備
●産地の展開に必要な機械のリース導入
●麦大豆、園芸作物の省力かつ儲かる生産体系構築に向けたモデル実証
●被災地域における人材確保・育成に向けた取組

事業目標
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被災地域農業復興総合支援事業（継続）

１ 目  的 

  原子力災害により被災した地域において、農業の復興のため、様々な農業用施設等を一体的に整備する必要がある。

このため、市町村や農業者団体等が実施する農業用施設の整備及び農業用機械の導入を総合的に支援し、地域の意欲ある多様な経営体

の育成・確保、早期の営農再開及び広域的な産地の形成を図る。

２ 事業内容

（１） 被災市町村が被災農業者等への貸与を目的に、農業用施設・機械を整備する経費及び農業者団体等が農業用施設・機械を整備する

経費について補助する。

    ア 交付対象

・生産、加工、流通、販売に必要なハウス、水耕栽培施設、育苗施設、乾燥調製貯蔵施設、処理加工施設、集出荷施設等の農

業用施設

・トラクター、田植機、コンバイン等の農業用機械

※農業用機械施設補助の整理合理化通知は適用されない。

    

３ 実施主体  市町村（原子力災害により被災した１２市町村）、農業者団体等

４ 事 業 費   ３，４１３，９６７千円（国 ３，３４２，６５５千円、県 ７１，３１２千円、その他 －千円）

５ 補 助 率   市町村 ３／４以内（補助残は別途、震災復興特別交付税措置予定）

農業者団体等 ３４／４０以内（国２７／４０以内、県７／４０以内（震災復興特別交付税措置予定））

６ 事業期間   令和３年度～令和８年度                                        

【担当課：農業支援総室農業振興課 ０２４－５２１－７３３６】 
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交付団体

国庫補助率等

福島県

市町村が事業実施主体となる場合

国：３／４、市町村：１／４

農業者団体が事業実施主体となる場合

国：27/40、県：7/40、農業者団体：6/40

事業実施主体

市町村、農業者団体
※別途、福島県、市町村の負担に対しては、震災復
興特別交付税による地方負担軽減措置を講じる。
※補助率は本交付金による地方公共団体負担分の
50%の追加支援を含む。

43．被災地域農業復興総合支援事業（農業用施設整備等）

12市町村

復興計画（県・市町村）

農業用施設の整備等

事業概要

（農業用施設・機械）

福島県

原子力災害により被災した地域において、福島県又は市町村が策定する計画に掲げられた農業復興を実現
するため、農業者団体又は市町村が実施する農業用施設、卸売市場施設の整備及び農業用機械の導入を総
合的に支援する。

① 生産・加工・流通・ 販売に必要なハウス、水耕栽培施設、農業用水施設、育苗施設、乾燥調製貯蔵施設
、処理加工施設、集出荷施設などの農業用施設

② トラクター、田植機、コンバイン等の農業用機械 ③卸売市場施設

補助対象

対象地域
国

市町村 ・農業者団体
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避難農業者経営再開支援事業（継続）

１ 目  的

  原子力被災１２市町村（田村市、南相馬市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及び飯舘村。）

から避難を余儀なくされた農業者の避難先や移住先における農業経営の再開を支援することによって、避難農業者の生活再建を図る。

２ 事業内容

（１） 避難農業者が原子力被災１２市町村外（県外を含む。）の避難先や移住先で農業経営を開始する際に必要な農業用機械、施設等の

導入等と、避難元市町村が避難農業者の農業経営の開始に向けて、各種調整等に要する事務経費を支援する。    

３ 実施主体   農業者等（※避難農業者で直近の事業年度にかかる農産物の販売金額が、被災前と比べて５０パーセント以下である者）

４ 事 業 費   １１，００３千円（国 －千円、県 －千円、その他 １１，００３千円）

５ 補 助 率   １／３以内

（ただし、帰還困難区域等農業者が将来原子力被災１２市町村で農業経営を再開する意志がある場合は、３／４以内）

６ 事業期間   令和３年度～令和８年度                                        

【担当課：農業支援総室農業振興課 ０２４－５２１－７３３６】
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避難農業者経営再開支援事業 令和８年１月
農業振興課

⃝ 原子力被災12市町村農業者の生活再建を図るため、原子力被災12市町村外（県外を含む）の移住先や避難先における農業経営の
再開に必要な機械・施設の導入等を支援

【令和８年度予算額：11,003千円】

長期にわたる避難生活や帰還困難区域の取扱
い方針の決定等により、当面、地元への帰還の
見通しが立てられない状況

避難の長期化、営農意欲の減退等により今なお、
就業に至っていない避難農業者がいることから、
生活再建を後押しする支援策が必要

避難農業者から営農再開に向けた支援策として、
最も多い要望は、避難に伴い使用できなくなった
農業用機械・施設等の再整備に対する支援

当面、帰還等の見通しがたたない避難農業者が、避難先等で農業経営を再開する際に必要な機械・施設の導入等を支援

避難農業者経営再開支援事業

原子力災害により避難を余儀なくされている農業者の営農意欲を高め、
移住先、避難先における農業経営の再開を支援することで、原子力被災
12市町村農業者の早期の生活再建を図る。

①事業の目的

• 原子力被災12市町村農業者が、当該市町村外（県外を含む）の
移住先、避難先で農業経営を再開する際に必要となる農業用機械・
施設の導入等に要する経費を支援する。

• 避難元市町村が避難農業者の営農再開に向けて、各種調整等に要
する経費を支援する。

②事業の内容

• 避難元市町村（原子力被災12市町村）
• 助成対象者：原子力被災12市町村外（県外を含む）の移住先、

避難先で営農を再開する原子力被災12市町村農業者

③事業実施主体

• 農業用機械・家畜等の導入
• 生産施設等の整備 など

④対象経費

補助率※ 帰還困難区域内
農業者

帰還困難区域外
農業者

将来帰還する意向がある場合 3/4以内
1/3以内

〃 ない場合 1/3以内

【経営再開支援補助金】（補助対象経費の上限額：10,000千円）

⑤補助額

福島県

避難元市町村
（事業実施主体）

②計画申請 ③計画承認、補助金交付

①計画作成 ④補助金交付

⑥事業の流れ

避難農業者

現状と課題

※「福島県原子力被災事業者事業再開等支援補助金」（商工業者向け）と同じ補助率
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放射性物質除去・低減技術開発事業（農業）（継続）

１ 目  的

東京電力㈱福島第一原子力発電所の事故により放出された放射性物質を除去・低減等するための技術を開発し、安全・安心な農産物の

生産に向け、迅速に普及できる技術開発を行う。

２ 事業内容

（１） 放射性物質の分布状況の把握

営農再開や安全な農産物生産に向けた対策を講ずるため、放射性セシウムの分布状況を明らかにする。

（２） 放射性物質の吸収抑制技術等の確立

施肥や放射性セシウム動態の観点から、土地利用型作物、果樹及び牧草の放射性物質吸収抑制技術を開発する。

（３） 営農再開に向けた技術の実証

特定復興再生拠点区域において、放射性セシウムの移行リスク評価や吸収抑制等の放射性物質対策をはじめ、除染後農地の地力回

復対策、雑草対策、鳥獣被害対策等の営農再開に向けて必要となる様々な技術を開発・実証することで円滑な営農再開に寄与する。

３ 事業主体   県

４ 事 業 費   ４９，７７２千円（国 －千円、県 －千円、その他４９,７７２千円）

５ 補 助 率   －

６ 事業期間   平成２４年度～令和８年度                                        

【担当課：農業支援総室農業振興課 ０２４－５２１－７３３６】
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○ ダイズの放射性セシウム吸収抑制のためのカリ肥料は全量基肥施用するのが望ましい

○ 落葉果樹における土壌及び果実の放射性セシウム濃度の経年変化

○ 草地更新時に堆肥と金雲母を施用すると更新後も移行係数が低く推移する

○ タマネギ及びネギは可食部への137Csの移行係数が比較的低い   など

R6の研究成果

R8の研究内容

放射性物質除去・低減技術開発事業(農業)「継続」（H24～R8）

○県内農地土壌の放射性セシウム濃度
の経年変化

○大気浮遊じんおよび降下物中の
放射性セシウム濃度調査

○果樹における放射性セシウム濃度
の経年変化

など

○カキ・ユズにおける放射性物質の
吸収抑制技術等の開発

○避難指示区域等における農作物中
放射性セシウム吸収抑制技術の開発

○再浮遊物質を含む大気中の放射性
セシウムの動態と農地・農作物へ
の影響の解明

など

○放射性物質の移行抑制技術の
実証・開発と農作物の安全性
の評価

など

東京電力㈱福島第一原子力発電所の事故により放出された放射性物質を除去・低減等するための技術を開発
し、安全・安心な農産物の生産に向け、迅速に普及できる技術開発を行う。（R8予算：４９，７７２千円）

放射性物質の吸収抑制技術等
の確立

営農再開に向けた技術
の実証

放射性物質の分布状況
の把握
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放射性物質除去・低減技術開発事業（森林林業）（継続） 

 

１ 目  的  

安全・安心な林産物の生産に向けて、放射性物質の除去・低減等の技術開発を行う。 

 

２ 事業内容 

 放射性物質が森林・林産物に与える影響の解明と対策技術の確立 

森林内における放射性物質の動態を明らかにするとともに、林産物及び特用林産物への影響の把握と汚染低減技術を開発する。 

 

３ 事業主体   県 

 

４ 事 業 費   ２１，３４２千円（国 ２１，０００千円、県 －千円、その他  ３４２千円） 

 

５ 補 助 率   ― 

 

６ 事業期間   平成２４年度～令和１２年度  

 

 

 

 

 

 

【担当課：森林林業総室森林計画課 ０２４－５２１－７４２６】 
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放射性物質除去・低減技術開発事業（森林林業）（H24～R12）

安全・安心な林産物の生産に向けて、東京電力(株)福島第一原子力発電所事故により放出された放射性物質の
影響の把握、除去・低減等の技術を開発する。（事業費 21,342千円）

〈これまでの成果〉

・樹木や山菜の初期汚染実態の把握

・コナラ萌芽枝やスギ材部の放射性セシウム濃度推移の把握

・森林内の空間線量率低減手法の検討

・スギ樹皮の放射性セシウム濃度簡易推定技術の開発
など

〈R8の研究内容〉

○山菜類の放射性物質汚染動態
の把握と汚染低減対策

○県産きのこの放射性物質汚染
メカニズムの解明

○コナラ等立木の汚染実態に関
する研究

○コナラ等広葉樹の利用推進
に関する研究

など 試験地のコナラ立木（萌芽） シイタケの試験栽培
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放射性物質除去・低減技術開発事業（海面）（継続）

１ 目  的

福島第一原子力発電所の事故により放出された放射性物質の除去・低減等の対応技術を開発し、安全・安心な水産物の生産のため、成

果を迅速に普及できる技術開発を行う。

２ 事業内容

（１） 生態特性に応じた放射性物質の蓄積メカニズムの解明

海産魚介類の年齢、食性、回遊生態、生息環境等と放射性物質濃度の関係から放射性物質の蓄積メカニズムを解明する。

（２） 海水・海底土における放射性物質の動態把握と汚染源の特定

海水・海底土中の放射性物質の変動を把握し、変動の要因など挙動メカニズムを解明する。

（３） 環境から魚介類へ取り込まれる放射性物質の動態把握

ある一定の環境を想定した飼育試験から特定の要因が魚介類へ与える影響を直接的に把握する。

（４） 原子力災害に関するデータや知見の集積・発信（放射性物質の魚類への取込・排出メカニズム）

    バイオロギングや食物網解析、複数の放射性核種を対象にした飼育試験など放射性物質の分析に新たな技術を組み合わせた多面的

なアプローチから魚類の放射能汚染機序を明らかにする。

３ 事業主体   県

４ 事 業 費   ４３，３９６千円（国 －千円、県 －千円、その他 ４３，３９６千円）

５ 補 助 率   －

６ 事業期間   平成２４年度～令和８年度                                        

【担当課：生産流通総室水産課 ０２４－５２１－７３７８】
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放射性物質除去・低減技術開発事業（海面）

福島第一原子力発電所の事故により放出された放射性物質の除去・低減等の対応技術を開発し、安全・安
心な水産物の生産のため、成果を迅速に普及できる技術開発を行う。

１ 生態特性に応じた放射性物質の蓄積メカニズムの解明

＜令和８年度の取組＞

海産魚介類の年齢、食性、回遊生態、生息環境等と放射性物質
濃度の関係から放射性物質の蓄積メカニズムを解明する。

＜成果の波及効果＞
魚介類における放射性物質の蓄積メカニズムを明らかにするこ

とで、沿岸漁業の本格操業に向けた魚介類の安心につながる科学
的知見を漁業者や消費者に向けて発信する。

２ 海水・海底土における放射性物質の動態把握と汚染源の特定

＜令和８年度の取組＞

海水・海底土中の放射性物質の変動を把握し、変動の要因など
挙動メカニズムを解明する。

＜成果の波及効果＞

海水・海底土における放射性セシウムの挙動メカニズムを明ら
かにし、福島県沿岸環境に関する科学的知見を発信することで、
漁業者や消費者の安心の確保につながる。

３ 環境から魚介類へ取り込まれる放射性物質の動態把握

＜令和８年度の取組＞

ある一定の環境を想定した飼育試験から特定の要因が魚介類へ
与える影響を直接的に把握する。

＜成果の波及効果＞

飼育実験から得られる知見から、魚類の放射性セシウム蓄積メ
カニズムの解明や放射性セシウム濃度の将来予測に資する数的シ
ミュレーションへの活用が期待できる。

（平成２４年度～令和８年度）

４ 原子力災害に関するデータや知見の集積・発信（放射性物質の
魚類への取込・排出メカニズム）

＜令和８年度の取組＞

バイオロギングや食物網解析、複数の放射性核種を対象にした
飼育試験など放射性物質の分析に新たな技術を組み合わせた多面
的なアプローチから魚類の放射能汚染機序を明らかにする。

＜成果の波及効果＞

放射能汚染機序が解明されることで、福島県産水産物への安心
感が醸成され、消費拡大を促進できる。
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放射性物質除去・低減技術開発事業（内水面）（継続）

１ 目  的

福島第一原子力発電所の事故により放出された放射性物質の除去・低減等の対応技術を開発し、安全・安心な水産物の生産のため、成

果を迅速に普及できる技術開発を行う。

２ 事業内容

（１） 漁業・遊漁再開に向けた河川湖沼の放射能調査

帰還困難区域等における河川湖沼の魚類、餌料生物、環境水等の放射性物質濃度の推移を調査することで、魚類の放射性物質濃度

   の将来予測を行う。

（２） 飼育による放射性セシウムの取込・排出試験

飼育試験により餌や環境水等からの放射性セシウムの取込、排出を調査する。

３ 事業主体   県

４ 事 業 費   １３，２１５千円（国 －千円、県 －千円、その他 １３，２１５千円）

５ 補 助 率   －

６ 事業期間   平成２３年度～令和８年度                                        

【担当課：生産流通総室水産課 ０２４－５２１－７３７８】
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放射性物質除去・低減技術開発事業（内水面）

福島第一原子力発電所の事故により放出された放射性物質の除去・低減等の対応技術を開発し、安全・安
心な水産物の生産のため、成果を迅速に普及できる技術開発を行う。

１ 漁業・遊漁再開に向けた河川湖沼の放射能調査 ＜令和８年度の取組＞
帰還困難区域等における河川湖沼の魚類、餌料生物、環境水等の放射性物質濃度の推移を調査することで、魚類の放射性物質濃度

の予測手法の確立を行う。

＜成果の波及効果＞
放射性セシウムの将来予測ができるようになり、漁業が再開できる時期と場所を予測できるようになる。これに伴い、漁協が漁場利

用に関する事業再開について検討を進められるようになる。

２ 飼育による放射性セシウムの取込・排出試験 ＜令和８年度の取組＞
飼育試験により餌や環境水等から魚類への放射性セシウムの取込、排出を調査する。

＜成果の波及効果＞
飼育試験を通じて魚類の体内への放射性セシウムの取込、体外への排出に要する時間等を明らかにすることで、魚類の放射性物質濃
度の将来予測について高度化を推進する。

（平成２３年度～令和８年度）
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ふくしま復興農地利用集積対策事業（継続）

１ 目  的

避難地域１２市町村の営農再開を加速させるため、農用地利用集積等促進計画を策定し、農地中間管理事業により、地域の担い手や参

入企業等へ農地の集積・集約化を促進する。

２ 事業内容

（１） 復興再生農地中間管理機構事業

農地中間管理機構が被災地域の農地を借り受け、担い手へ貸付けする取組を促進するため、農地相談員の設置に係る経費等を助成

する。

（２） 復興再生機構集積協力金交付事業

避難地域１２市町村の避難解除等区域及び特定復興再生拠点区域において、農地中間管理事業を活用して担い手に農地を貸し付け

た地域や農地の出し手に対して協力金を交付する。

ア 地域集積協力金

地域内の農地の一定割合以上を機構に貸し付け、又は貸付と一体的に行われる機構を通じた農作業委託により、担い手への農地

集積・集約化に取り組む地域に協力金を交付する。

   イ 集約化奨励金

     機構から転貸又は機構を通じた農作業委託により、農地の集約化を図る場合に奨励金を交付する。

ウ 経営転換協力金

機構に農地を貸し付けることにより、経営転換又はリタイアした農業者等に対し協力金を交付する。

３ 事業主体  （１）（公財）福島県農業振興公社 （２）市町村

４ 事 業 費  ２９９，５０８千円（国 ２９９，５０８千円、県 －千円、その他 －千円）

５ 補 助 率  （１）、（２）定額

６ 事業期間  令和３年度～令和８年度

【担当課：農業支援総室農業担い手課 ０２４－５２１－７３８１】
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機構への貸付又は農作業委託により、
担い手への農地の集積に取り組む地域
を支援。

機構からの転貸または農作業受託に
より農地の集約化を図る場合に奨励金
を交付。

リタイア等をする農業者が機構に10
年以上農地を貸し付ける場合に協力金
を交付。

ふくしま復興農地利用集積対策事業

避難地域12市町村において、担い手への農地集積・集約化を加速するため、農地中間管理機構の農地相
談員を配置するとともに、地域でまとまった農地を農地バンクに貸し付ける場合等の協力金を交付する。

事業概要

農業担い手課

農地中間管理機構（農地バンク）

農
地
借
受
・
契
約
締
結

農
地
貸
付

意
向
調
査

農
用
地
利
用
集
積
等

促
進
計
画
策
定

営
農
マ
ッ
チ
ン
グ

地
域
計
画
策
定

１ 復興再生農地中間管理機構事業

２ 復興再生機構集積協力金交付事業

県 市町村
連携 連携農地相談員

（現地コーディネーター）

集約後
現状

避難地域12市町村に配置された農地相談員が、県・市町村と連携し、農地の借受・貸付のマッチング、農用地利用集積等促
進計画（案）の策定等に取り組み、担い手等への農地集積・集約化を促進する。

避難地域12市町村の避難解除等区域及び特定復興再生拠点区域において、農地中間管理事業の活用により担い手へ農地を貸し
付けた場合、地域または農地の出し手に協力金を交付

(3) 経営転換協力金(1) 地域集積協力金 (2) 集約化奨励金
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企業農業参入サポート強化事業（復興）（継続）

１ 目  的

浜通り地域等における高付加価値・高収益農業を目指す企業等の参入を促進し、安定した農業生産や６次化まで含めた広域食料供給基

地の構築及び新たな雇用創出等に向けて、関係機関・団体、地域農業者と連携した活動を展開する。

２ 事業内容

浜通り地域等において、担い手の確保や地域活性化を図るため、市町村や関係団体と連携しながら企業等の農業参入を支援する。

３ 事業主体   公益財団法人イノベーション・コースト構想推進機構

４ 事 業 費   ３１，０００千円（国 ３１，０００千円、県 －千円、その他 －千円）

５ 補 助 率   定額

６ 事業期間   令和元年度～令和８年度

【担当課：農業支援総室農業担い手課 ０２４－５２１－７３８１】
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必要な取組推進体制

福島復興再生特別措置法改正
福島再生加速化交付金、高付
加価値産地構想 等

課 題

新たな農業の展開と雇用創出、
食料供給産地の創出

【参入希望の企業】
○ まとまった農地の確保が困

難（10ha/カ所程度）
○ 市町村の地域情報が不足
○ 新地域での生産管理に不安
○ 労働力の確保が困難

２
情報収集

３
情報発信

【市町村】
◯ 企業情報（経営等）不足
◯ 農地所有者の賃借等に関す

る意向把握や調整に過大な
労力

◯ 単独ではマッチング機会の
創出が困難

◯ 企業参入を推進するノウハ
ウ不足

○ 市町村により異なる状況

１
参入意向
企業支援

■ 県、市町村、農地中間管理機構、
イノベーション・コースト構想
推進機構との連携強化

■ 参入プランの策定支援
■ 農地マッチング、現地案内等
■ 調査ほ場の設置、新技術導入支援

■ 参入希望調査とリスト整理
■ 参入見込み企業の経営内容など

把握
■ 農地情報の収集

■ 企業参入セミナー
■ 参入企業の優良事例の紹介
■ 市町村情報の収集と発信
■ 県やイノベーション・コースト

構想推進機構ＨＰによる情報発信

意向調査、
現地案内、
情報発信

イノベーション･コースト
構想推進機構

参入プランの作成、
マッチング相談等
支援

農地情報提供
特定作業受託支援
施設等整備支援

農地
転貸

農地集積、
集約調整

農地集約に係る企画、提案、
情報発信、技術支援

県農業担い手課、相双農林事務所

企 業

市町村、農業委員会

（公財）福島県農業振興公社
（農地中間管理機構）

連

携

強

化

○ 浜通り地域等のうち被災12市町村の営農再開率は50％台と震災前の水準には遠く及んでいない。
○ 夏期冷涼、冬期温暖な気象条件を生かした生産、販売と、スマート農業や再生エネルギーを活用した新たな農業の展

開を目指す企業参入を促進。
○ 企業からは集約された農地、地域の気象条件、雇用労力の確保や住居等情報など、参入に向けた課題、要望。
○ 福島特措法の改正により県が利用集積計画の策定が可能となったことを踏まえ、従来の施設整備と併せて参入を強力

に支援。

事業の
必要性

浜通り地域等への企業等農業参入の促進
（イノベーション・コースト構想推進機構関連事業）(R3～R8)

農業担い手課
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農業系汚染廃棄物処理事業（継続） 

 

１ 目  的 

放射性物質に汚染された農林業系汚染廃棄物の処理、保管管理及び処理完了後に保管管理に使用した仮置場を利用再開に向け農地に原

状回復するための取組を支援する。 

 

２ 事業内容 

（１） 農業系汚染廃棄物処理事業 

ア 農林業系汚染廃棄物処理事業補助金 

市町村等が事業計画に基づいて実施する、農林業系汚染廃棄物の安全かつ適正な保管管理に要する経費及び一時保管に使用した土

地の利用再開に向けた原状回復に要する経費を補助する。 

イ 農業系汚染廃棄物処理事業事務費 

市町村等が行う農業系汚染廃棄物処理事業の適正な実施を県が指導及び確認するための事務経費。 

 

３ 事業主体   ２（１）ア 市町村等 

２（１）イ 県 

 

４ 事 業 費   ２，３０３千円（国 －千円、県 －千円、その他 ２，３０３千円） 

 

５ 補 助 率   ２（１）ア 定額 

 

６ 事業期間   平成２３年度～令和８年度                                         

 

 

 

【担当課：農業支援総室環境保全農業課 ０２４－５２１－７４５３】  
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処理の流れ

汚染状況確認・調査

8,000Bq/kg超 基準値超 8,000Bq/kg以下 基準値以下

指定の申請（任意）
地方環境事務所に申請

指定廃棄物

現場保管
焼却等の処理体制が整うまでの間、現場で一時保管

（参考）指定廃棄物の主な保管基準
○廃棄物の飛散・流出防止（容器に収納するまたは梱包するなど）
○公共の水域及び地下水の汚染の防止（底面を遮水シートで覆うなど）
○雨水または地下水の浸入防止（表面を遮水シートで覆うなど）
○放射線障害防止（柵等の囲いの設置など）

埋立処分

焼却等

収集運搬収集運搬（国）

埋立処分（国）

焼却等（国）

主な基準値
飼料（牛） 100Bq/kg
肥料（堆肥含む） 400Bq/kg
土壌改良資材 400Bq/kg
きのこ原木 50Bq/kg

利用

農業系汚染廃棄物処理事業

県民健康管理基金
（除染対策基金（農林除染勘定））

（内閣府）

農業系汚染廃棄物処理事業
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農業近代化資金融通対策事業（継続） 

 

１ 目   的 

意欲と能力をもって農業経営を営む者等に対し、農業経営の展開を図るために必要な長期・低利の資金を円滑に融通するため、当該資

金を融通した農協等融資機関に対し利子補給を行うとともに、原発事故により農業経営に影響を受けている農業者等に対して福島県農業

信用基金協会の債務保証にかかる保証料の一部を補助することにより、農業者等の負担を軽減し、農業担い手の経営規模拡大や営農再開

した被災農業者の営農継続等を支援する。 

 

２ 事業内容 

（１） 利子補給事業：農協等融資機関に対して利子補給を行う。 

区分 融資枠 貸付対象者 貸付利率 貸付限度額 償還期限（うち据置） 

ア 一般資

金 

２０億円 認定農業者、認定新規就農者、一定の

要件を満たす農業者（法人、集落営農

組織を含む）        等 

金融情勢に

より変動 

（個人）１，８００万円 

※知事特認 ２億円 

（法人・団体） ２億円 

          他 

原則１５年以内 

（７年以内） 

イ 復興 ５億円 上記のうち、 

原発事故の被災１２市町村の農業者

で営農再開し２年を経過した者  等 

（２） 保証料補助事業：福島県農業信用基金協会に対して保証料の一部を補助する。 

復興 補助対象：借受者が福島県農業信用基金協会に支払う債務保証にかかる保証料 

補助条件：一括前取方式を選択する場合 

 

３ 事業主体   ２（１） 農業協同組合等融資機関 

２（２） 福島県農業信用基金協会  
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４ 事 業 費   ２（１）ア ７４，０６４千円（国 －千円、県 ７４，０６４千円、その他 －千円） 

２（１）イ １６，７６６千円（国 －千円、県 １６，７６６千円、その他 －千円） 

          ２（２） ３，６３９千円（国 －千円、県 ３，６３９千円、その他 －千円） 

 

５ 利子補給率   ２（１） 国が定める利子補給率 

２（２） 借受者が支払う保証料の１／２ 

 

６ 事業期間   ２（１）ア 昭和３７年度～令和８年度 

２（１）イ 平成３０年度～令和８年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                         

【担当課：農業支援総室農業経済課 ０２４－５２１－７３４９】  
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①　貸付対象者
認定農業者等

②　貸付限度額
個人　１，８００万円、法人・団体　２億円

③　償還期限
　　原則１５年以内（据置期間７年以内）
④　利子補給
　　　金融情勢により変動
⑤　取扱融資機関
　　　県と利子補給契約を締結している農協、銀行、信金

①　対象者
　　　上記利子補給事業対象者のうち、原発事故の被災１２
市町村の農業者で営農を再開し２年を経過した者等

②　補助対象
　借受者が福島県農業信用基金協会に支払う債務保証
にかかる保証料

③　補助率
　　　借受者が支払う保証料の１／２

農業近代化資金融通対策事業

【事業イメージ】

《趣旨》
意欲と能力をもって農業経営を営む者等に対し、農業経営の展開を図るために必要な長期・低利の資金を円滑に融通するため、当

該資金を融通した農協等融資機関に対し利子補給を行うとともに、原発事故により農業経営に影響を受けている農業者等に対して

福島県農業信用基金協会の債務保証にかかる保証料を補助することにより、農業者等の負担を軽減し、農業担い手の経営規模拡

大等や営農再開した被災農業者の営農継続を支援する。

県 農協等の

融資機関

借受者

（農業者等）

利子補給

低
利
貸
付

【事業内容】

（１） 利子補給事業（一般資金・復興）

福島県農業

信用基金協会

保証料補助（復興）

債務保証

（２） 保証料補助事業（復興）

保証料

補助
(1/2)

保証料（1/2）
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農家経営安定資金融通対策事業（継続） 

 

１ 目   的 

原発事故による風評被害等の影響、災害、営農のため生じた負債の解消や農業経営の規模拡大等のために農業者等が必要とする長期・

低利の資金を円滑に融通するため、当該資金を融通した農協等融資機関に対し利子補給を行うことにより、農業者等の負担を軽減し、農

業経営の維持安定や営農継続・営農再開を支援する。 

 

２ 事業内容 

農協等融資機関に対して利子補給を行う。 

 

（１）  一般資金（小災害資金（一般）、負債整理資金、農業経営高度化資金、中山間地域経営維持資金）、経営支援資金 

融資枠 貸付対象者 貸付利率 貸付限度額 償還期限（うち据置） 

７千１百万円 自ら農業を営み又は農業に従事する個人、

自ら農業を営み又は農業に従事する個人が

主たる構成員又は出資者となっている団体 

※資金により異なる 

金融情勢に

より変動 

３００～５００万円 

 

 

※資金により異なる 

５年以内～７年以内 

（１年以内） 

 

※資金により異なる 

 

（２）  東日本大震災農業経営対策特別資金（原発事故対策緊急支援資金） 

融資枠 貸付対象者 貸付利率 貸付限度額 償還期限（うち据置） 

１億円 平成２３年３月に発生した原発事故により

農業経営に影響を受けている農業者等 

４月１日 

時点の利率

で固定 

（個人）１，０００万円 

（法人・団体） 

    １，２００万円 

１０年以内 

（３年以内） 

 

３ 事業主体   農業協同組合等融資機関 
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４ 事 業 費   ２（１） １，６０３千円（国 －千円、県 １，６０３千円、その他 －千円） 

          ２（２） １，７３７千円（国 －千円、県 １，７３７千円、その他 －千円） 

 

５ 利子補給率   ２（１） 金融情勢により変動 

２（２） ４月１日時点で固定 

 

６ 事業期間   ２（１） 昭和５０年度～令和８年度 

          ２（２） 平成２６年度～令和８年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

 

                                         

【担当課：農業支援総室農業経済課 ０２４－５２１－７３４９】  
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災害、営農のため生じた負債の解消や農業経営の規模拡大等の
ために資金を必要とする農業者等に融通する資金
①　貸付限度額
　　　資金使途に応じ３００万円～５００万円
②　償還期限
　　　資金使途に応じ５年以内～７年以内（据置期間１年以内）
③　利子補給
　　　金融情勢により変動

原発事故により農業経営に影響を受けている農業者等に融通する
資金
①　貸付限度額
１，０００万円（法人・団体　１，２００万円）

②　償還期限
　　１０年以内（据置期間３年以内）
③　利子補給
　　４月１日時点で固定 《取扱融資機関》

　県と利子補給契約を締結している農協、銀行、信金

農家経営安定資金融通対策事業

【事業イメージ】

《趣旨》
原発事故による風評被害等の影響、災害、営農のため生じた負債の解消や農業経営の規模拡大等のために農業者等

が必要とする長期・低利の資金を円滑に融通するため、当該資金を融通した農協等融資機関に対し利子補給を行うこと

により、農業者等の負担を軽減し、農家経営の維持安定や営農継続・営農再開を支援する。

県
農協等の

融資機関

借受者

（農業者等）

【事業内容】

（１） 一般資金

（２） 東日本大震災農業経営対策特別資金

低
利
貸
付

利子補給
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福島県産農産物等販路拡大タイアップ事業（継続） 

 

 

１ 目  的 

  避難地域１２市町村の営農再開が進む中、生産される農産物等の販路確保が重要であることから、専門家を活用した農業者へのコンサ

ルティングや実需者とのマッチングにより、農産物等の販路拡大に向けた取組を支援する。 

 

２ 事業内容 

（１） 避難地域１２市町村での農業者へのコンサルティング等 

    避難地域１２市町村において農業者からの要望を受けて専門家の選定を行い、販路拡大に向けたコンサルティングや実需者とのマ

ッチング等の取組を支援する。 

 

３ 事業主体   公益社団法人福島相双復興推進機構 

 

４ 事 業 費   ７４，６８５千円（国 ７４，６８５千円、県 －千円、その他 －千円） 

 

５ 補 助 率   定額 

 

６ 事業期間   平成29年度～令和８年度                                         

 

 

 

 

 

 

【担当課：生産流通総室農産物流通課 ０２４－５２１－７３７７】  
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